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アジア・パシフィック地域で直面する課題

親会社の決算スケジュールに沿って連結パッケージを提出するために、
財務諸表数値の正確性が犠牲にされているケースが少なくありません

【よく見受けられる状況】
• 会計基準の複雑化や内部統制上の要求事項など対応することは増えているが、経理部門の

人員は過去にいた人数が必要人数とみなされ、退職等による欠員の補充以外での人の採用
は基本的にない

• そのため、現法では常にぎりぎりの人数で決算を組んでいる
• 一方で親会社からの連結パッケージ提出締め切り日は早くなる一方である

 その結果、計算結果の確認や必要な情報収集が十分になされないまま提出

【顕在化するリスク】
• のちの会計監査人からの指摘等を契機に連結決算上での修正が余儀なくされる
• 現法での異常値の兆候が出ていたにもかかわらず、連結の観点での重要性基準等により見過

ごされ続けていた。結果、会計不正が早期に発見できなかった

決算の品質を保ちつつ、早期化を実現する手段を検討する必要があります
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取り組むべき事項

決算早期化の取り組みは下記のようなPDCAサイクルを設定して推進して
いくことが重要です

 決算早期化課題の特定と解決に向けた明確な活動計画（PLAN）を個社別に策定し、後続の活動（DCA）を適切に
運営することが目標達成期限までに決算早期化を実現する上で、非常に重要となります

処理時間の
短縮が達成され
なかった決算
項目について
活動内容の追加
・修正を行う

決算処理短縮実現に
むけた活動内容を
一覧化。
また、活動項目ごとに
担当者、実行
スケジュールを決定

決算早期化活動計画書の策定

A

実行スケジュールに従
い、各担当者が
決算処理短縮に
むけた活動を実行

進捗報告会議体の組成

毎月の
・施策進捗報告
・課題対応検討の場
として各会議体を
定義・組成

業務改善PDCAサイクル
（活動進捗管理：月次・トライアル決算:四半期）

D
目標決算
スケジュールを作
成し、短縮化が
必要な処理
項目を把握

目標決算スケジュールの策定

施
策
化

決算早期化実現に向けた
活動進捗を共有

活動進捗管理シートトライアル決算結果

トライアル決算結果をもとに
活動成果を確認

C

P
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デロイト トーマツのサービスのご紹介

アンケート形式の現状調査や、現地訪問による詳細調査を踏まえて、
決算早期化を実現するための助言を提供します

インターフェース整備・
ワークフロー機能の開発

システムの特定機能追加

新システム導入（ERP・RPA等）

業務の簡略化（業務内容の見直し）

関係部門を含めた
目標決算スケジュールの策定

関係部門の理解と協力

無駄作業・資料の削減
（ﾁｪｯｸ・帳票）

発生源（現場）入力の徹底・
承認権限移譲

経理部内のあるべき役割分担の検討

前倒し対応

業務処理の平準化
（随時、週次、月次、四半期）

意識改革のための啓蒙

代替証憑・データの活用

見積や計画値の活用

決算プロセス管理の徹底

システム改修・導入

業務改善

改善施策の実行の助言現状調査の助言

現状の所要日数や
業務の把握

課題整理
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アジア・パシフィック地域での本サービスに関する問い合わせ先

当資料を含むアジアパシフィック地域における最新の経営環境やリスク情報、並びに当法人の
サービスについては以下のWebサイトもご参照ください

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/articles/ra/risk-advisory-in-asia-pacific.html

当資料におけるサービスに関するお問い合わせは下記メールアドレスまでご連絡ください

ap_risk@tohmatsu.co.jp

※貴社および貴社の関係会社とデロイト トーマツ グループの関係において監査人としての独立性が要求される場合、
本サービス内容がご提供できない可能性があります。詳細はお問合せください。
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